
髙橋副市長：テーマと論点
山田副市長：論点の時間軸について

政策経営部長：人口減少　公共施設の老朽化　⇒再編
総務部長：職員構成⇒嘱託多い、定数減について
財務部長：構造的収支不足　　委託費と人件費の動向
経営改革室長：行革の主な取組、ＢＰＲの取組　外部化のメリット・デメリット

【人口減少・超高齢化】

＜行政経営改革プランにおける２つの改革の柱＞

⑨ 既存施設活用の検討

⑩ 建替え時期を控えた施設と周辺公共施設等

との複合化・集約化の検討

⑪ 公共施設の延べ床面積の約半分は学校施設

⑫ 地域や利用者との合意形成

論点１
論点２

２０２５年には高齢者の

５人に３人が後期高齢者

２０２０年から始まる

人口減少

【構造的収支不足】

生産年齢人口減による

市税収入の伸び悩み

老年人口の増加に伴う

社会保障費の増加

【公共施設の老朽化】

施設の約半数が

築30年以上

維持管理経費の

確保が困難

行政経営改革プラン

計画期間

２０１７年度

から

２０２１年度

２０２２年度以降

＜町田市を取り巻く状況＞

⑥ 職員定数の削減

⑦ 市民サービス向上に向けた公共施設再編

・公共施設再編計画の策定

・行政窓口・コミュニティセンター・連絡所

・図書館・文学館

・文化芸術施設 等

① ＢＰＲ（ビジネス・プロセス・リエンジニアリング）の実施

② 民間活力の導入（民間委託、指定管理者制度の活用、ＩＣＴの活用等）

③ 市民協働の推進

④ ワーク・ライフ・バランスの実現

⑤ 有用な人材の確保

市役所の生産性の向上
公共施設における

行政サービス改革

テーマ 「市民サービスの向上と行政経営の効率化の両立」
サービスアップ ＆ コストダウン

＜テーマに関する主な方策＞

＜時間軸＞

①窓口業務における嘱託員比率の高まり

②コストメリットを得る民間活力の導入

③窓口業務の外部化による、現場感覚の希薄化

④民間活力導入に伴う管理業務の発生

⑤行政窓口や図書館等における、公共施設に

とらわれない新たなサービス提供手法の検討

⑥効率的な施設整備や運営手法の検討・推進

⑦業務の見える化の必要性

⑧市民及び職員にとってのメリットの明確化

働き方改革の浸透様々なコラボレーションによる行政サービスの提供 公共施設統廃合事案の増加

第１回行政経営監理委員会のテーマと論点について

A 論点１の課題 B 論点１と論点２の共通課題 C 論点２の課題
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